
【基本施策を推進する実施計画の事務事業】

Ｎｏ
総合
戦略
事業

事務事業名
事業の概要

（令和4～6年度）
事業の成果
（令和4年度）

今後の課題・方向性 部局名 課名

関連事業
（決算事
業別概要
ページ）

1 ○
（再掲）国際経済交
流推進事業費

貿易相談や海外企業とのマッ
チング支援、留学生インター
ンシップ事業等を行う「環日
本海経済交流センター」を運
営し、地元企業の海外進出及
び国際競争力の強化を図る。

・環日本海経済交流センターでの貿易相談
等（378件）・企業訪問（11件）・翻訳・
通訳業務（43件）等の実施。
・留学生地域就労支援事業（インターン
シップ）
（参加留学生）
　令和元年度　13名
　令和２・３年度　中止
　令和４年度　2名

　アフターコロナを見据え、スタッフの育
成と海外との積極的な渉外を行う環境を整
えていくいきながら市内中小企業の海外展
開を積極的に支援することが重要である。
　今後も、スタッフの育成と海外での積極
的な渉外を行い、市内中小企業の海外展開
を積極的に支援する。
　また、留学生の地域就労を促進するた
め、本格化するアフターコロナに即したイ
ンターンシップを実施する。

経済観
光部

経済・雇
用戦略課

178

2 ○
（再掲）新技術研究
開発事業費

産学官連携による新たな製品
開発や新技術の実用化等を支
援することにより、地場産業
の活性化を推進する。

補助実績なし

　令和元年度以降、補助実績がない状況が
続いている。原因として、鳥取県に同種の
補助金があり、県補助金の方が上限が高い
ため、市補助金の申請に至らなかったもの
と考えられる。
　これらを踏まえて、令和５年度より事業
を廃止する。

経済観
光部

経済・雇
用戦略課

-

3 ○
（再掲）企業立地促
進補助金

企業の立地を促進し、産業構
造の高度化及び地元企業の生
産性向上を図るための支援を
行う。

要件を満たす企業等の設備投資に対する支
援
①鳥取市企業立地促進補助金（所得向上メ
ニュー）交付実績なし
②鳥取市企業立地促進補助金（事業拡大・
雇用増メニュー）5社　64,323千円
③鳥取市企業立地促進補助金（生産性向上
メニュー）１社　12,649千円
④鳥取市企業立地促進補助金（コロナ対応
メニュー）6社　87,237千円
⑤鳥取市情報通信関連企業立地促進補助金4
社　3,409千円

中小製造業者の先端設備等の積極的導入に
よる労働生産性向上とともに市民所得の向
上は統計データ等からも必要と考える。今
後も経済情勢や企業ニーズに対応した支援
策にシフトさせながら積極的な企業支援を
行っていく。

経済観
光部

企業立
地・支援
課

189
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4
（再掲）ＳＤＧｓ未
来都市推進事業費

【環境】再生可能エネルギー
の普及活動を推進する。新た
な電力供給モデルとして微生
物発電の実証実験を進める。
【経済】環境面の取組を活用
した次世代農業の育成を推進
する。
【社会】本市独自の取組を県
外の方が体験して学ぶことが
できるワーケーションプログ
ラムを創出する。

・微生物発電の実証実験を行っている企業
に経費の一部を支援した。（令和4年度1
件、3,000千円）
・ラーニングワーケーションプログラムの
モニターツアーを実施し、鳥取県外に本社
のある企業や団体から6社6名が参加した。
・企業に向けてSDGs経営の実践に向けた
セミナーを開催した。
参加人数：43団体54人

　引き続き微生物発電実用化に向けた活動
の支援を行う。また、ラーニングワーケー
ションプログラムのブラッシュアップ等を
図る。
　行政だけでなく鳥取市SDG未来都市の各
ステークホルダーも積極的に情報発信を
行っていただき、本市の取組みのさらなる
認知拡大につなげる。

企画推
進部

経済・雇
用戦略課
（スマー
トエネル
ギータウ
ン推進
室）

179

5 ○

生産性向上設備導入
支援事業費（コロナ
克服・新時代開拓臨
時）

新型コロナウイルス感染症の
影響により、業績が悪化した
市内中小企業等の生産性向上
に資する設備等の導入支援を
行う。

要件を満たす企業等の設備投資に対する支
援

鳥取市生産性向上設備導入支援事業補助金
交付実績　19件　25,352千円

コロナ禍以降、原材料・エネルギー価格の
高騰や世界情勢の変化などの影響により、
生産性向上の必要性はますます高まってい
る。今後も市内企業を取り巻く環境の変化
を迅速にとらえ、地域経済の発展につなが
る支援策を検討していく。

経済観
光部

企業立
地・支援
課

348


